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2023/12/31 2024/10/31 2024/11/1
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 33,464.17 39,081.25 38,053.67 42,426.77 2024/7/11 24,681.74 2022/3/9
NYダウ ﾄﾞﾙ 37,689.54 41,763.46 42,052.19 43,325.09 2024/10/18 28,660.94 2022/10/13
円/ﾄﾞﾙ 円 141.04 152.03 153.01 161.95 2024/7/3 112.53 2021/11/30

　

　　　　　　　　　

 

単位
過去3年高値 過去3年安値

今週の日本株市場は、米大統領選挙の結果判明に時間を要することが下押し材料となるものの、FOMCでの追加利下げがサポート

となり底堅く推移するとみます。

5日に開催される米国の大統領選挙について、現時点でもトランプ前大統領・ハリス副大統領の支持率は拮抗しており、どちらの候

補が勝利するかわからない状況となっています。日本時間では6日午後から徐々に結果が明らかになりますが、激戦州における再集

計や選挙不正を巡る訴訟が生じる可能性も含めて、結果の確定まで時間を要することが株価の下押し材料に働くとみています。一方、

6・7日に開催されるFOMCでは、0.25％の追加利下げが決定されるとともに、パウエルFRB（米連邦準備理事会）議長がデータ

次第ながら今後も斬新的なペースでの利下げを継続する姿勢を示すとみており、これらが安心材料になるとみます。また、4日から

開催されている中国の全人代常務委員会において、具体的な経済刺激策が決定されれば中国景気の回復期待が高まるとみており注目

しています。なお、足元までの主要企業の中間決算は予想をやや上回る内容となっていますが、外需企業中心に業績上方修正期待は

乏しく、現時点では株価を押し上げる材料にはなり難いとみています。その他の注目材料として、日本では7日の毎月勤労統計、8

日の景気一致・先行CI指数、米国では5日のISM非製造業景況指数、貿易収支、欧州では7日のユーロ圏小売売上高、ドイツでは6

日の製造業受注、7日の鉱工業生産、中国では7日の貿易収支などが挙げられます。
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～ 米大統領選挙の結果判明に時間を要することが下押し材料となるものの、FOMCで

の追加利下げがサポートとなり底堅く推移 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するもので

はありません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過

去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定は

お客様ご自身の判断でなさるようにお願いいたします。
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＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

１．日米株式と円／ドルの推移

（注）チャートは過去1年

2024-11-14

週刊日本株レポート （11/5～11/8）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

URL：https://www.alamco.co.jp

先週の日本株市場は、日経平均が+139.75円（+0.37%）、TOPIXが+25.94ポイント（+0.99％）となり、衆議院選挙後の部分

連合による財政拡大期待などから上昇しました。業種別でみると金属製品、電気・ガス業、海運業などの27業種が上昇した一方、

化学、小売業、バルブ・紙などの6業種が下落しました。

週初28日は、27日投開票の衆議院選挙で与党の自民公明両党で過半数を割ったものの、今回の選挙で躍進した国民民主党は減税

や社会保険料の軽減を掲げており、与党との部分連合で財政拡大が期待できることなどから上昇しました。翌29日は、約3ヵ月ぶ

りに米10年債利回りが4.2%台まで上昇したことを背景に金融関連株中心に買いが集まり続伸しました。30日は、前日の米国株市

場がハイテク企業の決算期待などから上昇したことなどを受け、日本株市場も半導体関連株中心に上昇しました。31日は、前日の

米国株市場で半導体関連銘柄中心に構成されるSOX指数（フィラデルフィア半導体株指数）が大幅下落したことなどから、4日ぶ

りに反落しました。週末1日は、前日の取引時間後に植田日銀総裁が金融政策決定会合後の記者会見で追加利上げに対し「今後、時

間的余裕という表現は使わない」と発言したことがタカ派と受け止められことや、当日夜に米雇用統計の発表や翌週に大統領選挙

を控えていたことなどが投資家のリスク回避姿勢に繋がり、大幅下落となり引けました。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ 衆議院選挙後の部分連合による財政拡大期待などから上昇 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 米大統領選挙の結果判明に時間を要することが下押し材料となるものの、FOMCで

の追加利下げがサポートとなり底堅く推移 ～

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回

11月4日 Mon 中国 中国全人代常務委員会(8日まで)

中国 財新サービス業PMI（購買担当者景気指数） 10月 50.3

ISM非製造業景況指数 10月 54.9

貿易収支 9月 ▲704億ドル

米大統領選挙・議会選挙

ドイツ 製造業受注（前月比） 9月 ▲5.8%

米国 FOMC（米連邦公開市場委員会）（7日まで）

日本 毎月勤労統計-現金給与総額(前年比) 9月 +3.0%

中国 貿易収支 10月 +817.1億ドル

欧州 ユーロ圏小売売上高（前月比） 9月 +0.2%

英国 イングランド銀行、政策金利を発表

ドイツ 鉱工業生産（前月比） 9月 +2.9%

景気一致指数 9月 114.0

景気先行CI指数 9月 106.9

国内 決算発表　：

海外 決算発表　：

11月7日 Thu
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ﾝｸﾞｽ､ｸｱﾙｺﾑ 11/7 ｴｱﾋﾞｰｱﾝﾄﾞﾋﾞｰ､ﾓﾄﾛｰﾗ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 11/8 ﾌｨﾅﾝｼｴｰﾙ･ﾘｼｭﾓﾝ

11/5 三菱重､任天堂､川崎船､LINEﾔﾌｰ､横河電 11/6 郵船､伊藤忠､ﾔﾏﾊ発､ﾎﾝﾀﾞ､ﾀﾞｲｷﾝ工､JFEHD､NTTﾃﾞG､ｷｯｺﾏﾝ､ｼ
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